
第１条（適用）

第２条（追加仕様事項）

【第１編 共通編 第１章 総則 関係】
編 章 節 条 見出し 項 追加仕様事項
1 1 1 1-1-1-4 施工計画書 　受注者が、施工計画書に記載しなければならない事項の標準的内容については、下記のとおりとする。

「島根県公共工事共通仕様書　特記事項（令和４年度版）」

　この島根県公共工事共通仕様書特記事項は、島根県の実施する河川工事、海岸工事、砂防工事、ダム工事、道路工事、公園工事、下水道工事、港湾工事、農業農村整備事業、治
山事業、林道事業、漁港・漁場整備事業の工事、その他これらに類する工事の施工に適用し、島根県公共工事共通仕様書に優先するものとする。

　共通仕様書に対する追加仕様事項は下記のとおりとする。なお、この追加仕様事項による様式については、次の島根県ホームページ
https://www.pref.shimane.lg.jp/infra/kouji/kouji_info/shiyousho/index.data/tokkijikouyousiki.doc　からダウンロードすること。
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令和４年１０月１７日令和５年４月１日一部改定版

内容

工事名、道川港名等、工事場所、工期、請負代金額、発注者、工事内容

曲線式工程表、ネットワーク・バーチャート等で作成

現場の組織、編成、命令系統、業務分担

設計図書で指定されている機械・監督職員が必要と認めた機械、機種、形式、台数、使用工種等

設計図書で指定されていない使用機械

指定材料、主要材料、材料試験方法

主要工種毎の作業フロー、施工方法、使用機械、仮設備の構造配置、仮設建物、材料の保管方法、機械等の仮置き場、プラント等の機械設備、運搬

路、仮排水、安全管理に関する仮設備、指示、承諾、協議事項の予定内容

工程管理 実施工程の手法・管理方法

品質管理 品質管理計画表

写真管理 写真管理計画表

出来形管理 出来形管理計画表

段階確認計画表、品質証明（社内検査）計画表

安全管理体制、安全対策、安全巡視の実施方法、安全活動方針

安全教育、安全訓練の実施計画

事故発生時の連絡系統図、対応策、災害発生時の体制、異常気象等の防災対策、事故報告

交通管理、交通処理、過積載防止

大気汚染・水質汚濁・振動・騒音対策、希少動植物への配慮、CO２排出削減・省エネルギーの推進等

現場作業環境に関する仮設、安全、営繕対策

再生資源利用促進計画書、再生資源利用計画書、建設汚泥再利用計画書、建設廃棄物処理計画書、建設発生木材運搬処理計画

特記仕様書で「現場環境改善の実施内容」を規定した工事を対象

契約図書及び監督職員の指示で、施工計画書に記載を必要とするもの、官公庁等の手続き一覧（警察署、労働基準監督署、道路管理者等）、地元へ

の周知

安全管理

安全訓練の活動計画

緊急時の体制及び対策

記載事項

施

工

管

理

工事概要

計画工程表

現場組織表

指定機械

主要船舶・機械

主要資材

施工方法

段階確認

交通管理

環境対策

再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法

現場環境改善の実施内容

その他

現場作業環境の整備
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【第１編 共通編 第１章 総則 関係】
編 章 節 条 見出し 項 追加仕様事項
1 1 1 1-1-1-9 工事の下請負 1 　受注者は、下請負人については県内業者（県内に主たる営業所を有する者）を使用するものとする。

　ただし、当該発注工事場所を管轄する県土整備事務所（局）長と前年度の冬期の除雪業務に関して契約を締結した 準県
内準地域内業者については、県内業者と見なすことができるものとする。
　なお、適切に施工できる県内業者がいない特殊な工事でやむを得ず県外業者と下請負契約する場合は、その理由の詳
細を書面（様式－１）で提出のうえ監督職員の確認を受けなければならない。
注） 準県内準地域内業者を県内業者と見なす場合には、前年度の冬期の除雪業務に関する契約書の写しを添付するこ
と。

1 1 1 1-1-1-10 施工体制台帳 1 前段は島根県公共工事共通仕様書のとおり
後段を以下のとおり読み替える。
　施工体制台帳は、以下の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合に提出するものとする。
(1)下請契約を締結したときは、当該下請工事着手までに。
(2)施工体制台帳の記載事項に変更があったときは、速やかに。

2 前段は島根県公共工事共通仕様書のとおり
後段を以下のとおり読み替える。
　施工体制図は、以下の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合に提出するものとする。
(1)下請契約を締結したときは、当該下請工事着手までに。
(2)施工体制図の記載事項に変更があったときは、速やかに。

1 1 1 1-1-1-30 環境対策 1 　工事実施にあたっては、工事の周辺地域における騒音、振動、大気汚染、水質汚濁等の防止に加え、希少動植物への
配慮やカーボンニュートラルの実現に向けたＣＯ２排出削減、省エネルギーの推進等に努めること。

1 1 追加 公共工事に伴う石
綿の飛散防止の徹
底について

　受注者は、石綿（アスベスト）関連法等に基づき、解体、撤去、切断等の工事を行う場合、工事着手に先立ち、工事対象
物（建築物及び工作物）に石綿が含まれているかの調査（事前調査）を実施し、その結果を発注者に報告しなければならな
い。ただし、国による調査等で使用されていないことが確認されている施設の場合を除く。
　なお、解体等の作業における保護具の装着、湿潤を保つ措置を行う費用、石綿の使用の有無を分析によって調査した場
合に要する費用、特別の教育を受注者が実施する場合の費用については、監督職員と協議の上、設計変更で計上するも
のとする。
　また、石綿の使用の有無を分析によって調査する場合の工期の変更についても、契約書の関係条項に基づき適切に変
更することとする。
（参考）石綿（アスベスト）対策に係る掲載ホームページ
　　　https://www.pref.shimane.lg.jp/infra/kankyo/kankyo/asbest/
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